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米ISM非製造業景況感指数 11月は再び低下
サービス業の活動低迷が続く

（審査確認番号 2020 ‒ TB310）

景況感は２ヵ月連続で低下となる
全米供給管理協会(ISM)が12月3日に公表した、
2020年11月の非製造業景況感指数は55.9
（市場予想：55.8）と、10月の56.6から低下
しました(図表1)。好不況の判断の節目となる
50を上回ったものの、２ヵ月連続の低下で、
6ヵ月ぶりの低水準となりました。
11月は、18業種のうち輸送や建設などの14
業種において景況感の改善が報告された一方、
娯楽や不動産などの4業種では景況感の低下が
報告されました。感染再拡大により、営業時
間の短縮要請など、経済活動を制限したこと
が影響したとみられます。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表１：非製造業の景況感は2ヵ月連続で低下

ISM非製造業景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）がサービス業を中心とする非製造業の購買担当者へのアンケート調査結
果をもとに、毎月公表している米国の非製造業の景況感を示す指標のひとつ。毎月第3営業日に公
表される。米国GDP（国内総生産）において非製造業は全体の約7割を占めていることから、製造
業景況感指数より重要と考える投資家も多いと言われる。製造業景況感指数と同様、50が景気の拡
大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を下回ると景気後退を示す。

活動制限の継続から景況感は低下の可能性も
主な構成指数別にみると、景況指数が58.0(前
月比－3.2)、新規受注が57.2(同－1.6)が前月
から低下となりました。一方、雇用は51.5(同
+1.4)と、前月から上昇しました (図表２)。し
かし足元では、賃金補填や雇用維持を中心と
した大型の経済対策が夏以降、順次期限切れ
となったことや、経済活動の再制限で飲食店
等の客足の落ち込みから、一部の業種では
一時解雇が増加しており、雇用環境の悪化が
懸念されます。
英国でワクチン接種が開始となり、米国内で
も早期接種開始への期待が高まります。しか
し、感染拡大に収束の兆しは見えず、入店制
限や営業時間の短縮などの活動制限の継続か
ら、サービス業の景況感はさらに低下するこ
とも予想されます。

図表２：活動の制限で景況指数が大きく低下

※ISM非製造業景況感指数の推移
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